
法務省告示校
小学校・中学
校・高校等

大学・大学院・
短大等

企業等 地域 海外 雇用継続 待遇向上 専門的知識 その他 計

846人 176人 74人 176人 519人 568人 51人 80人 568人 313人 3,371人

法務省告示日本語教育機関で日本語を

教えるため, 846 , 25%

小学校・中学校・高校等で日本語

を教えるため, 176 , 5%

大学・大学院・短大等で日本語

を教えるため, 74 , 2%

企業等で日本語を教えるため, 

176 , 5%

地域で日本語を教えるため, 

519 , 16%

海外で日本語を教えるため, 

568 , 17%

現在の職場との雇用関係を

継続するため, 51 , 2%

現在の職場での待遇向上のため, 

80 , 2%

日本語教育に関する専門的知識の

ブラッシュアップのため, 568 , 17%

その他, 313 , 9%

令和６年度日本語教育能力検定試験 全科目受験者 受験目的別数・比率

法務省告示日本語教育機関

で日本語を教えるため

小学校・中学校・高校等で日

本語を教えるため

大学・大学院・短大等で日本

語を教えるため

企業等で日本語を教えるため

地域で日本語を教えるため

海外で日本語を教えるため

現在の職場との雇用関係を継

続するため

現在の職場での待遇向上のた

め

日本語教育に関する専門的知

識のブラッシュアップのため

その他


